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１ 助成金事業の目的  

    公益財団法人みやぎ産業振興機構（以下「機構」という。）では、宮城県及び株式会社七十

七銀行と連携のもと、地域資源等の活用により新商品等の開発を行う者を支援するため、当該

開発に係る事業計画を募集し、優れた案件と認められるものに対して事業経費の一部を助成し

ます。事業承継を伴い開発を行う者は優遇します。  

   

２ 申請にあたっての制限  

  下記に該当する場合は、助成金の申請を行うことができません。 

(1) 申請する事業計画について、他の助成や補助を受けている場合  

(2) 宮城県税に未納がある場合（納税証明書により確認します）  

(3) 申請者が暴力団や暴力団員等である場合（誓約書により確認します）  

   

   

３ 助成対象事業  

  地域資源（農林水産品、歴史、文化、鉱工業品、産地技術、人材等）や優れたビジネスアイ

デア等を活用し、新商品や新サービスの開発を行う事業。  

なお【技術志向型】は、上記に加え「＊１高付加価値製品に関する研究開発」、「＊2 産学連

携により取り組む研究開発」、「＊３高度な技術を活用した研究開発」のいずれかに該当する研

究開発を行う事業が対象となります。  

＊1 高付加価値製品：  

先導的な取組が進められている産業分野（半導体、エネルギー、医療・健康機、航空

機、インフラ、ロボット、AI・IOT、ものづくり基盤技術等）における製品  

   ＊2 産学連携：  

       大学等学術研究機関や公設試験研究機関（国または地方公共団体が設置した試験所、研

究所、指導所その他の機関）  

   ＊3 高度な技術：  

      研究開発に取組んだ成果を特許や実用新案等の知的財産として権利化を目指している技

術、または経営戦略の観点から権利化の意向はないものの新規性を有している技術  

   

４ 助成対象者  

(1) 宮城県内において助成金の募集開始日以降６ヶ月以内に創業を行う者  

(2) 宮城県内に主たる事業所等を有する中小企業者注１及び中小企業者のグループ注２  

(3) 宮城県内に主たる事業所等を有するＮＰＯ法人等注３  
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注１）「中小企業者」とは、中小企業基本法第２条に規定する中小企業者（個人事業者を含む）をいいます。 

主たる業種 

 

資本金基準※１ 

 

従業員基準※2 

製造業、建設業、運輸業、その他業種 3億円以下 300人以下 

卸売業 1億円以下 100人以下 

小売業 5,000万円以下 50人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 

※１ 資本金は、資本の額又は出資の総額をいいます。  

※２ 従業員は、常時使用する従業員をいい、事業主や会社の役員、臨時の従業員を含みません。  

 

注２）「中小企業者のグループ」とは、中小企業者で構成される任意のグループ（中小企業者割合８０％以上）

をいいます。  

注３）「ＮＰＯ法人等」とは、以下に掲げるものをいいます。  

① 特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人  

② 中小企業等協同組合法第３条及び中小企業団体の組織に関する法律第３条に規定する組合等のうち、当

事業の目的に合致する組合等  

③ 農業協同組合法第４条に規定する農業協同組合  

④ 森林組合法第３条に規定する森林組合  

⑤ 水産業協同組合法第２条に規定する漁業協同組合、漁業生産組合及び水産加工業協同組合  

⑥ 医療法第３９条に規定する医療法人  

⑦ 社会福祉法第２２条に規定する社会福祉法人  

  

 

５助成対象経費  

経費区分 内       容 

謝  金 委員謝金、専門家謝金、講師謝金 

旅  費 委員旅費、専門家旅費、講師旅費 

研  究 

開発費 

原材料費（研究開発等に係る原材料及び副資材の購入に係る経費） 

機械装置又は工具器具費（購入（５０万円未満のものに限る。５０万円以上のものは下記 

（４）のとおり）、製造、改良、据付け、借用、保守又は修繕に要する経費） 

外注加工費、試作費、実験費、調査研究費、システム開発費 

知的財産権の取得に要する弁理士等手続き代行費用（特許等登録料、審判費用、登録印紙代等 

を除く） 

委託費 ホームページ作成費、デザイン料、通訳・翻訳料、事業可能性調査費 

事務費 
会議費、会場借料、展示会等への出展料（基本小間料に限る）、印刷製本費、資料購入費、 

通信運搬費、消耗品費、借料・損料、研修費（受講料、原稿料等） 

その他経費 機構理事長が必要と認めた経費 

 

または 
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（１） 交付決定後に発生した経費であり、機構理事長が必要かつ適当と認めた経費が助成対象と 

なります。  

（２） 研究開発費は量産に係る経費ではなく、研究開発等に必要な経費を対象とします。  

（３） 機械装置又は工具器具費は、事業計画実施のために必要不可欠なものに限ります。  

（４） ５０万円以上のものは、リース、レンタル等の合理的方法によることを原則とします。  

（５） 委託費は助成対象経費全体の５０％未満までとなります。  

（６） 消費税及び申請者の役員・社員の人件費は助成対象になりません。  

（７） 同じ事業内容で他の補助金や助成金を重複して利用することはできません。  

（８） 汎用性のある（他の用途に転用できる）もの※は、助成対象外となります。  

       ※パソコン（タブレット含む）、プリンター、文房具等  

（９） 子会社・関連会社のように、同一事業体とみなされる企業等に対する物品購入や発注費用

は原則助成対象外となります。  

  

６ 助成期間  

① 【一  般  型】 助成金交付決定の日から令和６年２月５日(月)まで  

② 【技術志向型】 助成金交付決定の日から１２ケ月以内  

  

７ 助成限度額及び助成率  

① 【一  般  型】１件当たり２００万円を限度とする。   

② 【技術志向型】１件当たり３００万円を限度とする。   

助成率はいずれも助成対象経費の２分の１以内。消費税は含みません。 

  

８ 助成件数  

① 【一  般  型】１０件程度 

② 【技術志向型】  ８件程度  

  

９ 応募方法  

募集期間内に下記（１）及び（２）を機構へ提出してください。  

なお、申請書の作成に当たって相談に応じます。（採択、交付決定を保証するものではありま

せん）。   

（１） みやぎ中小企業チャレンジ応援基金事業助成金交付申請書※１  

（２） 添付書類 （交付申請書へ以下の関係書類を添付して下さい）  

① 最近３年間の財務諸表（個人の場合は青色申告書の写し）  

② 法人の場合は定款及び登記簿謄本、個人の場合は住民票抄本  

③ 納税証明書（すべての県税（宮城県税）） 

④ 暴力団排除に関する誓約書※１ 

⑤ 会社案内等のパンフレット  

⑥ 助成対象事業の説明資料  

⑦ 機械装置又は工具器具のカタログ等仕様が分かる資料及び参考見積書等の価格が分かる資

料（助成対象経費として計上する場合のみ）  

⑧ その他機構理事長が必要と認める資料※２  



- 4 - 

 

※１ 「交付申請書」及び「暴力団排除に関する誓約書」は、機構のホームページからダウンロードで

きます。  

（https://www.joho-miyagi.or.jp/ouen）  

※２ 提出していただいた添付書類のほかに必要な書類があれば機構より連絡します。  

  

１０ 募集期間   

  令和５年６月１日(木)～令和５年７月１４日(金)（当日消印有効） 

  ＊今回の募集は【一般型】および【技術志向型】となります。 

  なお、【一般型】については、第１回採択状況により助成件数に限りが生じます。 

   

１１ 助成金の交付決定  

（１） 提出された申請書について、資格審査（書類確認等）を行います。  

（２） 資格審査を経たものについて、審査委員会による評価を行います。この評価に際し、各申

請者には、事業計画のプレゼンテーションを行っていただきます。  

（実施時期は８月中旬を予定）  

（３） 審査委員会終了後、機構理事長が助成金交付の適否を決定※します。  

（決定時期は８月下旬を予定）  

なお、事業承継注を伴い申請される方は、優遇します。  

注）「事業承継」とは、助成金の募集開始日以降６ヶ月以内に代表者の交代を行うこと又は助成金の募

集開始日以前２年以内に代表者の交代を行ったことをいいます。  

※ 採択（交付決定）した場合、企業名、所在地（市町村）、事業テーマ、採択年度を公表します。  

※ 不採択の理由に関する問い合わせには応じられません。   

  

１２ 事業計画の評価基準  

（１） 事業内容について   

・実現可能性、実現への熱意、新規性、革新性  

（事業計画書Ⅱ－３、Ⅱ－５（１）の内容について評価します）  

（２） 事業の市場性について  

・市場規模や成長性の判断  

（事業計画書Ⅱ－５（２）の内容について評価します）  

（３） 地域活性化への波及効果について  

・事業実施による地域活性化への寄与  

（事業計画書Ⅱ－５（３）の内容について評価します）  

（４） 事業の実施体制について  

     ・事業実施のための内部・外部の体制  

（事業計画書Ⅱ－６の内容について評価します）  

（５） 資金計画・財務状況について  

     ・妥当性、自己財源調達の現実性  

・事業実施に向けた財務状況判断  

      （事業計画書Ⅲ及び収支予算書の内容について評価します）  
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１３ 助成金交付決定後の主な手続等   

（１） 交付決定者に対して経費の執行方法や事業の進め方を説明します。   

（２） 助成事業の遂行のため、概算払いを希望される場合は、遂行状況報告書及び請求書を機構

へ提出してください。機構での審査の後、概算払いを行います。（概算払いの請求は、交付

決定日から２ヶ月経過後、助成期間内 1 回のみで、概算請求期間内にお支払いが完了して

おり、助成交付金額の５０％を上限に請求可能です）  

（３） 事業完了後、完了した日から２０日以内に実績報告書を機構へ提出してください。機構で

の審査（現地調査を含む）の後、助成金の額の確定を行います。  

（４） 助成金の額の確定を受けた場合は、請求書を機構へ提出してください。機構の事務手続き

を経て助成金を支払います。  

  

１４ 助成事業者の主な遵守事項  

（１） 助成事業の実施期間中に、当該事業に対して、他の助成や補助を受けることはできませ

ん。 

（２） 助成事業の実施に当たっては、交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管理

者の注意をもって遂行してください。  

（３） 助成事業の内容の変更又は助成事業に要する経費の配分を変更しようとする場合は、事前

に機構の承認を受けてください。  

（４） 助成事業を中止（廃止）しようとする場合は、事前に機構の承認を受けてください。  

（５） 助成事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は助成事業の遂行

が困難になった場合は、速やかに機構へ報告してください。  

（６） 助成事業が完了した場合は、その完了した日から２０日以内に実績報告書を機構へ提出し

てください。  

（７） 助成事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）につい

て、機構の承認を受けないで助成金の交付の目的に反して使用、譲渡、交換、貸付又は担

保の用に供しないでください。  

（８） 助成金に係る経理について、他の経理と明確に区分するものとし、すべての証拠書類を整

備し、かつ、助成事業の完了の日（中止又は廃止の承認を受けた場合は、その日）の属す

る年度の終了後５年間保存してください。  

（９） 助成事業が完了した後も、取得財産等について、取得財産等管理台帳を備え、その保管状

況を明らかにし、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、助成金交付の目的に

従って効率的な運用を図ってください。  

（10） （９）により作成した取得財産等管理台帳の写しを機構へ提出してください。  

（11） 「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数内の財産を処分する場合

は、事前に機構の承認を受けてください。  

なお、当該処分により収入があった場合、その収入に相当する額の全部又は一部を機構

に納付していただくことがあります。  

（12） 助成事業の完了後その内容について、実施結果の事業化に努めてください。  
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（13） 助成事業の完了した日の属する会計年度の終了後 10年間、毎会計年度終了後 20日以内に

当該助成事業に係る事業化等の状況について、事業化状況報告書を提出してください。  

（14） 助成事業の実施結果の事業化、助成事業に基づく発明、考案等に関して特許権、実用新案

権又は意匠権等（以下「産業財産権等」という。）の譲渡又は実施権の設定及びその他助成

事業の実施結果の他への供与により収益が生じた場合、交付した助成金の全部又は一部に

相当する金額を機構に納付していただくことがあります。  

（15） 産業財産権等を、助成事業年度又は助成事業年度の終了後５年以内に出願若しくは取得し

た場合又はそれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した場合は、産業財産権等取得等届出

書を機構へ提出してください。  

  

  

１５ 問合せ及び応募先  

公益財団法人みやぎ産業振興機構 産業育成支援部 事業支援課   

〒980-0011 仙台市青葉区上杉１丁目 14番２号 商工振興センター３階  

TEL：022-225-6697  FAX：022-263-6923  

Mail：soudan@joho-miyagi.or.jp  

URL： https://www.joho-miyagi.or.jp/ouen  

  


